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なるのは EU データ保護一般規則（General Data Protection Regulation：
以下、GDPR とする）（1）であろう。本規則は、EU 域内における個人情報
保護法制の調和及び共通した個人情報保護基準の定立を図るためにEU 委










　Regulation (EU) 2016/679 of the European Parliament and of the Council of 27 
April 2016 on the protection of natural persons with regard to the processing of 
personal data and on the free movement of such data, and repealing Directive 
95/46/EC.
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00 刑事手続における AI 実装と個人情報保護に関する諸問題（水野）刑事手続における AI 実装と個人情報保護に関する諸問題（水野）
となる。


















（GDPR 6 条2 項）（4）。ドイツは GDPR 対応のため、2017 年6 月、ドイツ
連邦データ保護法（Datenschutz-Grundverordnung）を全面的に改正し
ている（5）。




れる場合もあるが（GDPR 46 条、49 条）、厳格な手続的要件を課される
ことになるため、我が国を含め EU 域内の個人情報移転に関係する可能性
のある各国はその対応に追われている実情がある。











なるのは、GDPR 6 条 1 項 f であり、ここでは管理者及び第三者が正当な
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/GDPR-provisions-ja.pdf から取得。（最終アクセス
日2019 年10 月 9 日）
　GDPR は、EU 規則(Regulation, Verordnung)であるため、その適用に際してEU 
加盟国における国内法制化は必要とされず、EU 加盟国自体はもちろん、その国内
企業、自然人等に対して直接適用される。
Vgl.Oppermann/Classen/Nettesheim, Europarecht, 4.Aufl. 2010, §10 Rn.82ff. 
しかしながら、GDPR は多くの場面で具体的運用に関してEU 加盟国における国内
法整備を求めている。
April 2016 on the protection of natural persons with regard to the processing of 
personal data by competent authorities for the purposes of the prevention, 
investigation, detection or prosecution of criminal offences or the execution of 
criminal penalties, and on the free movement of such data, and repealing 
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の情報の公開が求められる（GDPR 13 条 1 項）。これに加えて、個人情報
の保存期間の公表、当該情報の消去に関する権利告知、異議申立の権利等
の告知が行われなければならない（GDPR 13 条 2 項）。
　また、原則として取得情報の目的外利用は認められていない（GDPR 5 
条1 項 b）。取得情報の例外的な目的外利用の許容条件について、各加盟国
は GDPR 6 条 4 項の要請を考慮に入れた立法を行うことが求められる。











本条の規定を根拠に認められることになり、これは GDPR 6 条の規定が
公共の利益の為のデータ取り扱いを認めることと一致する。
　 （3） GDPR が定めるセンシティブ情報取り扱いに関する規制
　GDPR 9 条 1 項は、原則として個人の生体データ等、センシティブ情報
の取り扱いを禁止しているが（8）、これは、刑事手続において必要な範囲で
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　GDPR 17 条 1 項は、いわゆる「忘れられる権利」について定めており、
当該権利実現のため、 17 条 1 項 e が EU 加盟国に対して立法化等適切な








































する（EU 刑事司法データ保護指令 1 条 1 項）。民間機関及びその他の目的




（最終アクセス日2019 年10 月9 日）
（9）
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する（EU 刑事司法データ保護指令 1 条 1 項）。民間機関及びその他の目的
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00 刑事手続における AI 実装と個人情報保護に関する諸問題（水野）刑事手続における AI 実装と個人情報保護に関する諸問題（水野）
で行われるデータの取り扱いは、GDPR が適用されなければならないが
（EU 刑事司法データ保護指令 9 条 2 項）、両者は互いに密接に関係し、
相互補完的な関係にあるため、その定義は一律ではないように思われる。









求められるとしている（EU 刑事司法データ保護指令 8、9 条）。EU 刑事
司法データ保護指令 3 条 4 項は、GDPR におけるそれと同様にプロファ
イリングについて定義する。また、刑事手続において、 プロファイリング
の結果にのみ基づいて個人に不利な決定を行うことは原則として禁止され
ている (EU 刑事司法データ保護指令 11 条 1 項）。更に、 民族、宗教的及
び政治的信条、遺伝子情報に基づくプロファイリングが行われてはならな
い (EU 刑事司法データ保護指令 11 条 3 項）。EU 加盟国は、 以上の要請
を満たしたプロファイリングに関する規定を設けることが求められる (EU 
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(最終アクセス日2019 年 2 月19 日)。　Graf, Beck Online Kommentar zur StPO 30.Ed. §100h Rn.1ff., 2018.（11）
（12）
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(最終アクセス日2019 年 2 月19 日)。　Graf, Beck Online Kommentar zur StPO 30.Ed. §100h Rn.1ff., 2018.（11）
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センシティブ情報の取扱は、ドイツ基本法 1 条 1 項に反するとして禁止





刑事訴訟法 81 条 e、f）。
　また、ドイツにおける DNA データベースに関する立法例を参照すると、
DNA データベース運用のためには鑑定資料採取及び DNA 型鑑定の実施
よりも一層高い条件を備えた法定要件を満たす必要があるとされている（15）。
ドイツにおいて、将来行なわれることが予想される犯罪捜査での利用を目
的とした DNA 型鑑定は、鑑定資料の採取も含め刑事訴訟法 81 条 g の規











ツ刑事訴訟法81 条 g 第 5 項 2 号）。
　更に、DNA 型鑑定結果の廃棄について、嫌疑不十分による不起訴及び
公判において被告人に対して無罪判決が下された場合には、当該データは
即刻廃棄されなければならないとされる（ドイツ連邦刑事庁 8 条 3 項）。
DNA 型鑑定記録の保存期間についても問題となるが、ドイツ連邦刑事局

















日2019 年2 月19 日)。
　ドイツにおける DNA データベース関連規定の立法状況について、拙稿「刑事手
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が（GDPR 45 条 2 項）、個人情報保護に対する根本的な理解に相違がある





























が多いように思われる（警察法 2 条、警察官職務執行法 1 条 1 項）（23）。こ
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ルチュア・コンビニエンス・クラブ ( 以下、CCC とする ) が捜査機関か
らの捜査関係事項照会書に応じて、裁判所の令状なしに「T カード」利用
者の氏名や購入履歴を捜査機関に提供していることを問題視する報道が







刑事司法における適法性の判断」警察学論集70 巻11 号（2017 年）47 頁。
　同前 53 頁。
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『プライバシーの権利を考える』(信山社、2018 年) 89 頁以下参照。




　COMMISSION IMPLEMENTING DECISION of 23.1.2019 pursuant to 
Regulation (EU) 2016/679 of the European Parliament and of the Council on the 
adequate protection of personal data by Japan under the Act on the Protection of 
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00 刑事手続における AI 実装と個人情報保護に関する諸問題（水野）刑事手続における AI 実装と個人情報保護に関する諸問題（水野）
ろう。また、以上のような運用を経て収集された DNA 型鑑定結果は警察
によって保存され、DNA データベースという形態で管理、運用されている。















































（最終アクセス日2018 年 10 月 22 日）
　CCC は、今後、令状によらない警察への情報提供を原則行わないことを発表した。
以上について、以下のホームページ参照。https://www.ccc.co.jp/news/2019/2019
0823_005537.html (最終アクセス日2019 年 9 月 3 日)。
　東京高判平成 28 年  8 月23 日高裁刑集 69 巻 1 号 16 頁。本裁判例についての評釈と
して、久岡康成「刑事犯例研究23」立命館法学第 378 号（2018 年）359 頁以下参照
　警察実務の説明について、松下徹「警察における捜査手法の高度化─DNA 型鑑
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証技術を用いた犯人性の推定等、AI による自立的判断のエラーが発生し
やすい領域においては、特段の注意が必要なるように思われる。また、
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